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１．はじめに

福島県においては、少子高齢化などによる農業従事者の減少に加え、東日本大震

災による津波被害や、福島第一原子力発電所事故による住民避難により、特に浜通

りの農業従事者の減少が深刻であり、震災から 年が経過した現在でも、浜通り

の営農面積は、震災前に比べ低い水準に留まっている。

県の施策として、経営規模の拡大や、ほ場の大区画化などにより担い手に農地を

集約し営農再開を推進しているが、一方で、農家一戸当たりの農地保全管理面積が

増加し、農業用水路の管理が行き届いていないのではないかという懸念が残る。

そこで本研究では、農地保全管理のうち、機械化・自動化が進んでいない農業用

水路管理について、福島県内、主に浜通りの現状を調査し、課題を明らかにした。

２．方法

調査１

福島県内（中通り）の多面的機能支払交付金活動組織の管理作業に追従し、作

業速度や従事者数、また排出土砂の処理方法などを調査した。

調査２

福島県内の多面的機能支払交付金活動による農業用水路管理について、震災前

後の組織数や構成員数、管理水路の長さなどの比較を行った。

調査３

浜通りの土地改良区に、震災前後の農業用水路管理の状況についてアンケート

調査を実施した。

３．結果

調査１

震災前は、草刈の支障となるため、排出土砂は水路脇に残置せず、近傍のほ場

などへ搬出していたが、調査した２組織とも原発事故の影響が小さい地域にも関

わらず、放射性物質への懸念から、排出土砂は水路脇に残置していた

（表１、図１）。

調査２

中通り、会津地方では、１人当たりの管理水路の長さが減少しているが、浜通

りでは、１人当たりの管理水路の長さが増加しており、特に、福島第一原子力発

電所から 圏内を含む市町村の増加が顕著であった（表２）。これは、中通

り、会津地方では、組織数、構成員数ともに増加しているが、浜通りでは、住民

避難による構成員数の減少に加え、規模拡大や復興事業によるほ場の大区画化
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が進み、農家一戸当たりの管理水路の長さが増加しているためと考えている。

調査３

福島第一原子力発電所から 圏内の地域では、震災前に比べ住民数が大き

く減少し、地元組織が機能しない状況にあるため、市町村や土地改良区が建設会

社等に委託し、農業用水路を管理している（表３）。

表１ 農業用水路管理の現状

図１ 管理状況（ 保全会）

表２ 福島県における農業用水路管理の変化（ ）

表３ 土地改良区へのアンケート調査結果

４．まとめ

福島県内の農業用水路管理においては、福島第一原子力発電所事故の影響が大きく

残る浜通り地方の市町村を中心に、従来の農業用水路の維持管理に支障を来している

地域もあり、省力化技術の開発が課題である。

項目
農業地域類型
実施日
水路形状

従事人数（人）
作業時間（min）
作業速度（km/h）
土砂堆積厚（cm） 0～1 0～ 3
水深（cm） 0～7 1～10
排出土砂状況
※B保全会は、先行して4名が草刈りを実施しているため、待ち時間が発生している状態。

水路幅、深さ（mm）
及び延長（m）

A保全会
中間農業地域

コンクリート三面張水路　

W500×H400

水路脇に残置（道路側）

B保全会
平地農業地域

コンクリート三面張水路　
W350×H300：L=137.8
W300×H200：L=284.4
　　計　　　L=422.2

水路脇に残置

震災前 震災後

幹線排水路草刈り作業年１回組合員100名程度でおこ
なってきた。

震災以降ほ場整備事業により、農地が集積され、農地を
貸している農家が多くなり、共同作業に出てくる人数が
少なくなり、作業実施が困難となってきた。

地域ごとに、組合員が随時水路の土砂上げや草刈等を
行っていた。

震災後（除染後）農地の保全管理を行うため地域農業復
興組合及び多面的機能支払交付金により地域ごとに水利
の土砂上げや草刈の活動を行っている。

受益者等で構成されているそれぞれの水利組合で年１回
程度土砂上げを行っていた。

それぞれの水利組合による土砂上げをおこなっている
が、震災の影響や高齢化により参加者は減少している。
また、資源保全会を組織し、維持管理を行っている地区
もある。

年２回行政区を巻き込んで堰、水路の維持管理を実施
（草刈含む）

町で実施。改良区職員は町職員が兼任。

組合員が水系・ため池など受益地毎に年１回４月に土砂
上げ・草利をおこなっていた。

復興組合で行うこともあるが、町外住居が多いため、多
面的機能支払交付金を使って建設業者発注も多い。

※11土地改良区へ聞き取り（５土地改良区から回答）。
※網掛けは、福島第一原子力発電所から20km圏内にある土地改良区。

組織
管理状況の変化

2010年度 2020年度 増減率(%) 2010年度 2020年度 増減率(%) 2010年度 2020年度 増減率(%) 2010年度 2020年度 増減率(%)

※構成員数には団体は含まない。
※網掛けは、福島第一原子力発電所から20km圏内にある市町村。
※E、Fは福島第一原子力発電所事故の影響で営農面積がゼロ（令和２年度末）。

１人当たりの管理水路の長さ(km)

浜通り　計
中通り
会津地方
福島県　計

市町村
組織数 構成員数 管理水路の長さ(km)
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